











































(1) Internationa1 Accounting Standards Committee， Internationa1 Accounting Standard 





(3) FASBは， 1974年 2月21日に「外貨換算会計J(Accounting for Foreign Currency 
Trans1ation)とL、う討議資料を発表した。これに対して寄せられた見解書やコメントな
どは90通にすぎなかったが， 1974年12月31日付の公開草案に対しては， 190通のコメン
トが提出された(FASB， Statement of Financia1 Accounting Standards No. 8 : Accounting 
for the Trans1ation of Foreign Currency Transactions and Foreign Currency Financia1 




が寄せられたのである (FASB，Statement of Financia1 Accounting Standards No. 52 : 
Foreign CurrencyTrans1ation， December 1981， paras. 151 and 159)。他方，国際会計
基準の方も，第21号が確定するまで 9年聞を要したのである(この間の事情について
は，中島省吾「外貨額換算国際会計基準(第21号)確定までの 9年間」企業会計35巻




















(4) AIA， Accounting Research Bul1etin No. 43 Chapter 12 : Foreign Operations and 
Foreign Exchange， June 1953. 
(5) AIA， Bul1etin No. 92 : Foreign Exchange Losses， December 1931 
(6) AIA， Bul1etin No. 117 : Memorandum on Accounting for Foreign Exchange Gains， 
January 1934. 
(7) 1931年と 1934年の二つの公報の立場は， 1939年に AIAの会計手続委員会によって公
表された「在外活動と外国為替」と題する ARB第4号 (AIA， Accounting Research 
























































































































ップワースの主張および NAAの調査報告書を考慮、し， 1965年に APB意見
(10) Samuel R. Hepworth， Reporting Foreign Operations， Michigan Business Studies， 








ことを主張するのである (Nationa1Association of Accountants， Research Report No. 



























。2) AICPA， Accounting Princip1es Board， Opinion No. 6 : Status of Accounting 
Research Bulletins， October 1965， para. 18. 


























(14) F ASB 1， Statement of Financial Accounting Standards No. 8 : Accounting for the 
Translation of Foreign Currency Transactions and Foreign Currency Financial 
Statements， October 1975， paras 124 and 126 ;日本公認会計士協会国際委員会訳『米
国 FASB財務会計基準苫:外貨換算会計他』同文舘，昭和59年， 192~ 193頁。









算方法がテンポラル法 (temporal method)である。テンポラル、法は， 1972 















(1め LeonardLorensen， Reporting Foreign Operations of U. S. Companies in U. S. 
Dol1ars (AICPA， An Accounting Research Study No.12l， 1972. 



























(1め FASB 1， Op. cit.， paras. 53-57 ;国際委員会訳『前掲訳書Jl 167~ 168頁。
(1ゆ F ASB 1， Op. cit.， para. 243 ;国際委員会訳『前掲訳書Jl233頁。


























































加) FASB 1， Op. cit.， para. 123 ;国際委員会訳『前掲訳苫Jl 191~192頁。





























































































































Qの FASB 2， Statement of Financial Accounting Standards No. 52 : Foreign Currency 




























心として一」東洋大学経営研究所研究報告 9号 (1984年 8月)， 227頁。



























現金 50 買掛金 300 現金 150 買掛金 900 
売掛金 200 長期借入金 1，000 売掛金 600 長期借入金 3，000 
棚卸資産 300 持分 800 間卸資産 600 持分 1，600 





























仰)同 FASBl， Op. cit.， dissentingopinionsofMr. Mays;国際委員会訳『前掲書J159 
頁0
(34) FASB2， op， cit.， para. 152 ;国際委員会訳『前掲訳書J369頁。
米国における外貨換算会計基準の発展とその問題点(1) 115 
負債と，その負債によって調達された資金で取得した固定資産を，異なる為
替レートで換算するため，へッジ効果は，会計上に反映されないのである。
これも，複数レート法に共通する問題点である。
以上，基準書第 8号に対する主要な批判について検討してきた。ある理論
なり方法が一般に受け入れられるためには，前提を含む論理の妥当性と結果
の妥当性の両面でテストされなければならないが，基準書第 8号に対する批
判は，前提を含む論理の妥当性に対するものよりも，結果の妥当性に対する
ものに説得力があるように思われる。特に，多くの在外事業体は正味貨幣負
債状態にあるのが通常的であるので，近年のような，測定単位であるドルの
対外的価値の下落(為替レートの下落)期においては，多額の為替換算差損
を生ぜしめ，在外事業体のおよびクーループ全体の経営成績を著しく悪く示す
ことになり，不当に経営者の責任が関われかねないので，批判が結果の妥当
性に向けられたのは当然であるかもしれない。このことも含め，テンポラル
法の問題点を一言でいえば，為替レートが変動するときには，外貨表示財務
諸表に示されている経営成績および財政状態の本質を，換算後の自国通貨表
示財務諸表において保持できないということである。
(未完)
